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株式会社北国クレジットサービス （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2024年03月31日　現在

資 産 の 部

科 目 金 額

負 債 の 部

科 目 金 額

【流動資産】 9,798,273,226

預 金 5,878,173,370

会 員 未 収 金 1,763,385,392

会 員 未 収 金 リ ボ 163,818,666

未  収  入  金 1,805,462,577

営 業 貸 付 金 133,396,192

会 員 延 滞 金 105,119,464

貯 蔵 品 8,770,135

立 替 金 164,389

未 収 収 益 44,478,038

貸 倒 引 当 金 -104,494,997

【固定資産】 372,927,686

有 形 固 定 資 産 14,655,061

建 物 附 属 設 備 7,692,797

器 具 備 品 5,794,263

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ） 1,168,001

無 形 固 定 資 産 2,091,024

電 話 加 入 権 2,091,024

投 資 そ の 他 の 資 産 356,181,601

投 資 有 価 証 券 222,672,936

出 資 金 2,000,000

敷 金 27,489,600

差 入 保 証 金 3,970,000

繰 延 税 金 資 産 100,049,065

資 産 の 部 合 計 10,171,200,912

【流動負債】 3,932,812,938

加 盟 店 未 払 金 2,086,522,452

未 払 金 461,640,276

預 り 金 9,104,906

未 払 費 用 53,751,392

未 払 法 人 税 等 1,211,175,600

未 払 消 費 税 2,526,800

前 受 金 273,782

仮 受 金 7,251,460

前 受 収 益 43,682,230

賞 与 引 当 金 3,797,040

利 息 返 還 損 失 引 当 金 292,000

ポ イ ン ト 負 債 51,627,000

リ ー ス 債 務 （ 流 動 ） 1,168,000

【固定負債】 54,200

リ ー ス 債 務 （ 固 定 ） 54,200

負 債 の 部 合 計 3,932,867,138

純 資 産 の 部

【株主資本】 6,178,662,985

資 本 金 90,000,000

資 本 剰 余 金 302,129,983

資 本 準 備 金 10,000,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 292,129,983

利 益 剰 余 金 5,786,533,002

利 益 準 備 金 25,000,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,761,533,002

別 途 積 立 金 2,951,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,810,533,002

【評価・換算差額等】 59,670,789

59,670,789

純 資 産 の 部 合 計 6,238,333,774

負債及び純資産の部合計 10,171,200,912

その他有価証券評価差額金



株式会社北国クレジットサービス

個 別 注 記 表

2023年04月01日 〜 2024年03月31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
　　　　ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
　　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　先入先出法による原価法によっております。

　（３）固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産
　　　　定率法を採用しております。
　　　　ただし、1998 年4 月1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016 年4 月1 日
　　　　以降取得した建物附属設備および構築物については定額法を採用しております。
　　　
　　　②無形固定資産
　　　　社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。

　（４）引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れの損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を勘案し、
　　　　回収不能見込額を計上しております。

　　　②賞与引当金
　　　　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、
　　　　当事業年度に帰属する額を計上しております。

　　　③利息返還損失引当金
　　　　利息制限法の上限金利を超過した金利の返還請求に備えるため、返還見込み額を見積り計上して
　　　　おります。

　（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記
　（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数　　　　　　　　　　普通株式　　228,600株

　（２）剰余金の配当に関する事項
　　　　2023年6月22日の定時株主総会において、次の通り決議されました。
　　　　　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,716,000円
　　　　　配当の原資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金
　　　　　一株当たりの配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60円
　　　　　基準日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　2023年3月31日
　　　　　効力発生日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　2023年6月23日

　（３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　　　2024年6月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
　　　　提案することを予定しています。
　　　　　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,716,000円
　　　　　配当の原資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利益剰余金
　　　　　一株当たりの配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60円
　　　　　基準日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和6年3月31日
　　　　　効力発生日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和6年6月27日

３．当期純損益
　　　当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,378,277,246円


